
　職員の給与や職員数、勤務条件などの人事行政の運営等の状況について

お知らせします。

　このお知らせは、「箕面市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に

基づき本市の人事行政の運営等を公表することによって、その公平性と透明性を

高めることを目的としています。条例に基づき、平成25年度の状況をお知らせす

ることとなりますが、項目によっては、平成26年度に関する状況を公表しています。

問い合わせは、職員課（TEL072-724-6707、FAX072-723-2096）へ

人事行政の運営等の状況のお知らせ
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（1） 職員の採用、退職の状況

① 常勤職員（教育長を含み、大阪府からの派遣職員は除いています）

・ 平成26年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日から平成26年3月31日までの退職者 人

・ 平成25年4月2日から平成26年4月1日までの採用者 人

② 再任用短時間勤務職員

（定年退職後に引き続き短時間勤務職員として勤務するもの）

・ 平成26年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日現在 人

③ 再任用フルタイム職員　（平成26年4月1日から制度導入）

（定年退職後に引き続きフルタイム職員として勤務するもの）

・ 平成26年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日現在 人

④ 任期付短時間勤務職員

（公務の能率的運営を確保するために任期を定めて勤務するもの）

・ 平成26年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日現在 人

⑤ 任期付フルタイム職員　（平成25年7月1日から制度導入）

（公務の能率的運営を確保するために任期を定めて勤務するもの）

・ 平成26年4月1日現在 人

・ 平成25年4月1日現在 人

（２） 職員数の推移（各年度4月1日現在）

① 【常勤職員】 （単位：人）

② 【再任用短時間勤務職員】 （単位：人）

③ 【再任用フルタイム職員】 （単位：人）

④ 【任期付短時間勤務職員】 （単位：人）

⑤ 【任期付フルタイム職員】 （単位：人）

52

対前年度 52

職員数

4

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

26年度

4

24年度 25年度

26年度

1

26年度

1,424

69

7

25年度

▲ 19

1124 ▲ 39

26年度

▲ 6

20年度

156 142181

23年度 24年度 25年度

155

21年度

146152

23年度

職員数

▲ 1

170

対前年度

22年度

▲ 3

22年度

5

20年度 21年度

対前年度

職員数

職員数

対前年度

対前年度

86

▲ 14

24年度

75 81 6280

1514

1,423

24年度

1,415

52

0

61

1,464 1,435 1,409

95

83

116

62

4

0

25年度23年度

1　職員の任免や職員数に関する状況

20年度 21年度 22年度

69

1,424

142

1,423

181

職員数

20年度 23年度

▲ 16 ▲ 29

1,480

22年度

▲ 26

21年度
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（3） 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

（4） 年齢別職員構成の状況　（平成26年4月1日現在）

（注）　職員数は、府からの派遣職員を含み教育長は除いています。

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成25年 平成26年

一般
行政
部門

議　　　会 10 11

税　　　務 33 35

衛　　　生 98 97

1 議会改革のため

総　　　務 147 161 14 任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

2 任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

民　　　生 189 199 10 任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

▲ 1 職員退職

労　　　働 3 2 ▲ 1 業務の見直し
任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

商　　　工 13 10 ▲ 3 業務の見直し

農林水産 7 9 2

小　    計 582 606 24

土　　　木 82 82 0

特 別
行 政
部 門

教　　　育 163 180

小    　計 271 288

17 任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

消　　　防 108 108 0

17

公 営
企 業
会 計
部 門

病　　　院 470 484 14 医療体制の充実

水　　　道 40 41 1 任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

下　　　水 7 7 0
任期付短時間勤務職員の任用替（フルタイム化）

小　    計 570 586 16

そ の  他 53 54 1

合　　計
1,423 1,480 57

[ 1,606 ］ [ 1,606 ］ [ 0 ］

未満 23歳 27歳

～ ～ ～

20歳 20歳 24歳 52歳 56歳28歳 32歳 36歳 40歳

51歳

～ ～ ～～～

60歳

35歳 39歳 43歳

～ ～

44歳 48歳

47歳31歳

職員数
人 人 人

1 61 135

人

区　分

127 112 204 198

人 人 人 人

55歳 以上

（注）１　職員数は一般職に属する常勤の職員数です（教育長を含み、府からの派遣職員は除いています）。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

59歳

137

計

人 人 人

1,480187 145 10

人

163

人

0

5

10

15

20

構成比 

５年前の構成比 
%  
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（１） 人件費の状況について

　①人件費の状況（平成25年度普通会計決算）

　②職員給与費の状況（平成26年度普通会計予算）

一人当たり

給与費 B/A

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。
      ３　（　）内は短時間勤務職員の数値であり、上段の数値には含まない。

　③ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

（注）類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

平成24,25年度の（　）の数値は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の参考値である。

Ｂ／Ａ 平成24年度の人件費率Ｂ

8,951,238 千円 17.8%

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

（注）人件費には、特別職に支給される給料や報酬、共済組合等負担金、退職手当を含む。

23.7%25年度 132,191　人　 50,264,127 千円 1,544,350 千円

Ａ

2　職員給与の状況

　職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に基づき、生計費、国や他の地方公共団体の職員の給
与、民間事業の従事者の給与などを参考にして定めています。給与の基本的な事項は、市議会の議決を経て、
「箕面市一般職の職員の給与に関する条例」などで規定しています。
　平成19年度は、国における給与構造改革に準じ、給料表の構造見直しを行い、全給料表を平均6.9％引き下げ
るとともに、昇給制度の見直しを行うなど職務に応じた給与水準を再構築しました。
　また、財政健全化を図るために、人件費の抑制策として、平成21年1月から平成27年3月の間は課長級以上
3.5%、課長補佐級以下3%の給料月額カットを実施しています。

人 件 費 人 件 費 率 （参考）区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支

Ａ（平成25年度末）

26年度
892人

(167人)

区　　分 職員数

全国市平均

区　分

98.3箕面市

20年度

98.3

22年度 増減21年度

106.1
(98.0)

23年度 24年度 25年度

105.7
(97.6)

98.1 98.7 98.2
▲0.4

(▲0.4）

98.4 98.8 98.8
▲0.3

(▲0.3）
106.9
(98.8)

106.6
(98.5)

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

3,774,002　千円 1,243,841 千円 1,512,509 千円 6,530,352 千円 6,167 千円 6,255 千円

（参考）平成25年度

一人当たり給与費

98.3 

101.6 

98.3 

105.7 

107.4 
106.6 

97.6 

99.2 
98.5 

92

94

96

98

100

102

104

106

108

110

箕面市 類似団体平均 全国市平均 

 (H25参考

 (H25参考
 (H25参考

 (H25)  (H25) 
 (H25) 

 (H20) 

 (H20) 

 (H20) 
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（２） 職員の平均給料月額、初任給等の状況

　①職員の平均年齢、平均給料月額の状況

　　　　Ⅰ　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　　Ⅱ　技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　Ⅲ　教育職（小・中学校（幼稚園））

歳 円 円

　　　　Ⅳ　税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　　Ⅴ　福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　　Ⅵ　医師職

歳 円 円 円

歳 円 円

　　　　Ⅶ　看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成26年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　 外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　 いて明らかにされているものである。　
　　　 　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　 　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

 　　　　計算したものである。

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

1,000,970

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

国 50.1 454,152 ―

平均給与月額

箕面市 45.4 440,537

417,120箕面市 49.2 347,355 420,677

― 344,687国

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

箕面市

412,41043.3 345,923 ―

38.6 284,397

平 均 年 齢

区　　分 平 均 年 齢

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

箕面市 42.0 314,474 435,943

43.1 307,220 ―

272,119

う ち 清 掃 職 員 339,355

う ち 学 校 調 理 員

50.1

国

―

396,650

平均給与月額

平均給与月額

436,705

427,385452,457

417,229

平均給与月額

（国ベース）

580,739

（国ベース）

775,184

平均給与月額

396,650

（国ベース）

309,534

358,337

392,980 343,928

箕面市

327,967

410,614

413,218

平均給与月額

50.8

国

49.7

41.1 304,299

―

箕面市

327,740国 46.0 299,098

37.8 282,286

平均給料月額 平均給与月額区　　分 平均年齢 平均給与月額

45.0 321,126

338,772

49.9

（国ベース）

平均給料月額

国

箕面市

411,828

376,257

区　　分

平均給料月額
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 ②職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

技能労務職 高　校　卒 円 円 － －

中　学　卒 円 円 － －

（注）　箕面市の給料月額は、３％減額後の数字である。

 ③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　平均給料月額は、３％減額後の数字である。

（３） 一般行政職の等級別職員数等の状況（平成26年4月1日現在）

（注）１　箕面市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職務である。

  

194,000 円

140,165 151,029

151,029 167,034

180,226 円

151,029 円

箕　面　市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

円167,034

一般行政職 大　学　卒 293,900

経験年数10年

247,700

区　　　　分 経験年数15年

一般職

区　　分 標準的な職務内容 職員数

340,900

高　校　卒 272,300 307,800213,700

技能労務職

31.5%

高　校　卒 277,900

3.6% 2.5%

構成比

288,800

1年前の構成比
参考

5等級

2等級 次長 27人
3等級 課長

53人 16.3%

75人 17.0%

1等級 部長 15人 3.4%

4等級 課長補佐

13.0%

6.2%

担当主査 130人

16.4%

12.4%

32.0%

6.1%

12.0%

6等級

一般職員

62人

16人

62人
8等級

7等級

6.6%

3.6%

14.1% 12.7% 8.9%

13.1% 19.6%

3.6%

29.5%

14.1%

区　　　　　分

経験年数20年

5年前の構成比

0.0%9等級 0人 0.0% 0.0%

1.6%

一般職

140,100 円 一般職 149,800

185,800

172,200

総合職

一般職

円

円

円円

円

200,000

185,800

総合職

１級 

3.4% 
１級 

3.6% 
１級 

2.5% 

２級 

6.1% 

２級 

6.2% 
２級 

6.6% 

３級 

17.0% 

３級 

16.4% 
３級 

13.0% 

４級 

12.0% 
４級 

12.4% 
４級 

16.3% 

５級 

29.5% 

５級 

32.0% 
５級 

31.5% 

６級 

14.1% 

６級 

13.1% 

６級 

19.6% 

７級 

14.1% 

７級 

12.7% 

７級 

8.9% 

８級 

3.6% 

８級 

3.6% 

８級 

1.6% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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（４） 職員手当の状況

 ① 期末手当・勤勉手当

千円

（平成25年度支給割合） （平成25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

 ② 退職手当（平成26年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３０年 月分 月分 勤続３０年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％から20％加算） （2％から45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）  退職手当の1人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ③ 地域手当（平成26年4月1日現在）

千円

円

％ ％

医師以外 12 ％ ％

支給職員1人当たり平均支給年額（平成25年度普通会計決算）

1.45

支給実績（平成25年度普通会計決算） 495,781

474,886

30.82

21.62

38.18

43.70

0.65

2.60 1.352.60

箕　　　　　面　　　　　市

1,445

国

1.35

1人当たり平均支給額（平成25年度）
―

1.45 0.651.45

2.601.35 1.35

0.65

2.60

0.65

36.57 30.82

27.025 21.62

1.45

27.025

箕　　　　　　　　　　　面　　　　　　　　　　　市 国

1,044 人
医師            15

36.57

38.18 44.85

医師以外      12

44.85

52.44

16,293

43.70

52.44 52.44 52.44

52.44

23,502

52.44

医師       15

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

全地域
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 ④ 特殊勤務手当（平成26年4月1日現在）

千円

　円

　％

2

3

4

6

7

8

9

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度） 40.3

支給実績（平成25年度） 28,259

支給職員1人当たり平均支給年額（平成25年度） 130,224

手当の種類（手当数） 15

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象基準 支給単価

消防職員 　　　　火災消火等のための現場に出動したとき

消防深夜業務手当 消防職員
　　　　正規の勤務時間が深夜に割り振られ、当該深夜の
　　　　全時間を勤務したとき

勤務1回 780円

出動1回 200円
（救急救命士免許を
有する職員 350円）

出動１回 300円
（３時間以上 430円）

　　　　モーターボート競走場又は場外発売場において、モーター
　　　　ボート競走開催業務に従事したとき

日額 2,000円

1

消防業務手当

救急業務手当 消防職員 　　　　救急患者の搬送業務に従事したとき

火災等現場出動手当

　　　　じんあい処理作業、ふん尿処理作業又はしゅんせつ処理
　　　　作業に従事したとき

清掃職員 　　　　死獣処理作業に従事したとき

深夜業務手当 交代制勤務職員
　　　　正規の勤務時間が深夜に割り振られ、当該深夜の全時間
       勤務したとき（消防職員及び市立病院に勤務する職員を除く）

勤務1回 780円

　　　モーターボート競走開催
　　　業務手当

競艇事業部職員

感染症防疫等作業手当 防疫作業従事職員 　　　　感染症防疫作業又は危険害虫防除作業に従事したとき

清掃作業手当

日額 400円

5

清掃作業手当

清掃職員

　　　　行旅死亡人収容護送
　　　　作業手当

行旅死亡人収容護送作業職員 　　　　行旅死亡人の収容護送作業に従事したとき 1件 1,000円

日額 480円

都市環境部職員
　　　　都市環境部に勤務する職員のうち、1月4日から同10日ま
　　　　で及び12月25日から同28日までの間で、著しく業務量が
　　　　増加した日に清掃作業に従事したとき

繁忙期加算
日額 1,600円

繁忙期加算（4時間未満）
日額 800円

死獣処理作業手当

　　　　天然記念物箕面山の猿生息地に生息する野猿等の管理
　　　　に従事したとき

夜間看護業務手当
助産師
看護師

准看護師

　　　　正規の勤務時間が深夜に割り振られ、当該深夜において
　　　　看護業務に従事したとき

1件 280円

日額 150円

建築主事業務手当 建築主事 　　　　建築主事が建築確認に関する業務に従事したとき 月額 5,000円

医師 　　　　医師が診療業務に従事したとき
　月額 265,000円
　　　　～ 192,000円

社会福祉業務手当 ケースワーカー
　　　　法令に基づく公の保護その他の措置の実施に関し、家庭
　　　　訪問による調査又は指導業務に従事したとき

野猿管理業務手当 　　野猿管理業務従事職員

（7時間以上） 7,500円

（4時間以上） 4,000円

（2時間以上） 3,500円

（2時間未満） 2,000円

日額 200円

研修指導手当 医師
　　　　医長以上の医師が研修医又はレジデントの研修指導に
        従事したとき

　月額  60,000円
　　　　～ 35,000円

医師診療業務手当

　　　　放射線取扱業務に従事したとき 日額 230円

特定看護業務手当
専門看護師

又は認定看護師

　　　　当該認定に係る特定の専門看護分野又は認定看護
　　　　分野の業務に従事したとき

日額 500円

　　　　当該認定に係る特定の専門看護分野又は認定看護
　　　　分野の業務に専従したとき

（5時間以上） 1,300円
（5時間未満）  650円

当該認定に係る特定の専門看護分野又は認定看護分野の業務に
専従した看護師の内、高度な専門的知識・経験及び優れた見識をも
つ者

（5時間以上） 2,000円
（5時間未満） 1,000円

宿日直業務手当

細菌検査業務手当
臨床検査技師
衛生検査技師

検査助手
　　　　細菌検査業務に従事したとき 日額 230円

放射線取扱業務手当

診療放射線技師
診療エックス線技師

看護師
准看護師

１回 500円

　　　　宿日直業務に従事したとき

宿日直 40,000円

半日直 20,000円

7,600円

半日直 3,800円

宿日直

麻酔科医師手術待機手当 麻酔科医師
　　　　時間外に麻酔科医師を必要とする緊急手術に対応するため、
　　　　待機を命じられたとき

１回 20,000円
年末年始は１回 25,000円

10

市立病院業務手当

緊急出動手当
　医療職給料表　（二）
の適用を受ける職員

　　　　時間外又は休日に緊急呼出により勤務したとき

Ⅰ　医師
宿日直業務
従事職員Ⅱ　医師以外の

　　医療職の職員

死体清拭業務手当 死体清拭従事職員 　　　　死体清拭業務に従事したとき 日額 1,120円
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11

12

13

14

15

（2時間未満） 1,000円

1回 30,000円

（7時間以上） 5,000円

夜間看護補助業務手当 看護補助職員
　　　　正規の勤務時間が夜間に割り振られ、

　　　　当該深夜において看護補助業務に従事したとき

（4時間以上） 2,700円

（2時間以上） 2,300円

剖検応援業務手当
臨床病理部以外の

解剖資格をもった医師

分娩手当
産婦人科医師

助産師
　　　　分娩に従事したとき

医師    2,000円
助産師 1,000円

救急宿日直業務手当
薬剤師

診療放射線技師
臨床検査技師

　　　　救急宿日直業務に従事したとき
 1回 10,6000円
半日直 5,300円

深夜緊急出動手当 深夜緊急呼出による従事職員
　　　　災害を除く業務において、午後10時から翌日午前5時まで
　　　　の間に緊急呼出により勤務したとき

徴収業務手当 実地徴収業務従事職員 　　　　納入督励による実地徴収業務に従事したとき

年末年始勤務職員 　　　　年末年始（12月29日から翌年1月3日まで）に勤務したとき
勤務１時間につき

1,000円

宿日直業務手当 宿日直業務従事職員
　　　　宿日直業務に従事したとき
　　　　（市立病院に勤務する職員を除く）

1回 6,000円

日額 150円

地区防災スタッフ業務手当 地区防災スタッフ 　　　　地区防災スタッフ業務に従事した職員 月額 3,000円又は4,000円

　　　　病理解剖を行ったとき

勤務1回につき
500円

年末年始業務手当

麻酔科医麻酔業務手当

麻酔科標榜医

　　　　麻酔業務を行ったとき

　　　　日額 10,000円
　　　　(6時間未満) 5,000円

麻酔科認定医
　　　　日額 11,000円
　　　　(6時間未満) 5,500円

麻酔科専門医
        日額 13,000円
　　　　(6時間未満) 6,500円

麻酔科指導医
        日額 15,000円
　　　　(6時間未満) 7,500円
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 ⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 ⑥その他の手当（平成26年4月1日現在）
支給職員1人当たり
平均支給年額

（扶養親族の範囲）

配偶者 円

配偶者以外の扶養親族

円

【特定加算】

16歳以上23歳未満の子 円

（住居の区分） （手当の額）

借家・借間

最高支給額 円

（支給要件）

通勤距離　2　㎞以上 2㎞-5㎞　4,100円支給

（通勤の区分） （国は2,000円支給）

交通機関利用 55，000円 5㎞-10㎞　5,300円支給

交通用具使用 （国は4,100円支給）

区分 支給額

部長・専任理事 円

次長・専任副理事 円

課長・専任参事 円

課長補佐 円

担当主査 円

主査・主任 円

1回につき 円 円

夜間勤務
手当

支給条件

支給額

宿日直手当

612,806

千円 112,263

45,000

41,000

円

0 千円 0

6,849

5,900 同じ

同じ

勤務１時間あたりの給与額
×

25/100

27,000

千円（最高支給限度額）

原付等の交通用具使用者

2,000円－24,500円

71,256

正規の勤務時間として午後10時
から翌日の午前5時までの間に勤
務する職員

管理職手当 － － 250,638

78,000

67,000

60,000

53,000

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 376

扶養手当 同じ

13,000

6,500

5,000

102,925 千円 234,452

千円

支 給 実 績 （ 25 年 度 決 算 ） 252,349

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 25 年 度 決 算 ） 398

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 238,962

円

円

円

円

国の制度と
異なる内容

50,991

85,541

307,174

（平成25年度決算）

支給実績
（平成25年度決算）

住居手当 同じ

千円

通勤手当 異なる

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同
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（５） 特別職の報酬等の状況（平成26年4月1日現在）

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

円

【 円 】

　　 （算定方式） （１期の手当額）

給料月額×在職月数×19/100 円 任期毎

給料月額×在職月数×15/100 円 任期毎

給料月額×在職月数×13/100 円 任期毎

給料月額×在職月数×13/100 円 任期毎

給料月額×在職月数×13/100 円 任期毎

(注）1　給料及び報酬の【　】内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年 = 48月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

　　（支給時期）

退
職
手
当

教 育 長

市 長

副 市 長

公営企業管理者

4,517,760

5,889,600

病院事業管理者

8,572,800

副 議 長

4,455,360

副 市 長

公営企業管理者 4,455,360

議 長

月分

　　（平成25年度支給割合）

市 長

月分

　　（平成26年度支給割合）

月分

3.90

議 員

724,000

市 長

公営企業管理者

病院事業管理者

市 長

公営企業管理者

620,400

676,800

610,000

720,000
報

酬

3.90

573,400議 員

副 議 長

議 長

660,000

680,500

818,000

病院事業管理者

799,000

940,000

671,100

特別職の給料及び議員の報酬については、以下のとおり給料月額または報酬月額をカットしています。
　市　　　　　　　 　　　長：15.0%（平成24年11月～任期満了）
　副　　　　 市 　　　　長： 8.0%（平成24年4月～任期満了）
　公 営 企 業 管 理 者： 6.0%（平成24年4月～任期満了）
　病 院 事 業 管 理 者： 6.0%（平成24年4月～任期満了）
　教　　　　 育   　　　長： 6.0%（平成24年4月～任期満了）
　議　　　　　　　       員： 6.0%（平成25年1月～任期満了）

給 料 月 額 等

752,500

区 分

給

料

671,100

714,000

教 育 長

副 市 長

714,000

地
域
手
当

                              支給率　　　　　　12％

病院事業管理者

期
末
手
当

　　（平成26年度支給割合）

副 市 長

月分

3.90

　　（平成25年度支給割合）

3.90
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（1） 勤務時間など　（平成26年4月1日現在）

【常勤職員】

【再任用短時間勤務職員】

【任期付短時間勤務職員】

（２） 年次有給休暇の状況

① 　付与要件及び日数

　1年度につき20日付与。 現年度付与分のみ翌年度に繰越可

　取得単位は、1日、半日または時間とし、時間取得は年度7日相当分

② 　平均取得日数 （平成25年度） 10.6日

（３） 育児休業の取得状況 （平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

・ 新規取得者数

男性 3人 女性 36人

・ 前年度からの継続者数

男性 0人 女性 24人

（４） 介護休暇の取得状況 （平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

・ 新規取得者数

男性 1人 女性   2人

・ 前年度からの継続者数

男性 0人 女性 　0人

週休日 勤務形態に応じて定める

勤務時間 週　31　時間　　（業務にあわせて１日の勤務時間を割り振る）

休憩時間 　　　　　　　　　　　12　時　から　　12　時　45　分　（45分間）

休憩時間 　　　　　　　　　　　12　時　から　　12　時　45　分　（45分間）

3　職員の勤務条件や服務の状況

勤務時間 週　38時間　45分

始業時間 8　時　45　分 終業時間 17　時　15　分

週休日 土曜日　及び　日曜日

勤務時間 週　30　時間　　（業務にあわせて1日の勤務時間を割り振る）

週休日 勤務形態に応じて定める

休憩時間 　　　　　　　　　　　12　時　から　　12　時　45　分　（45分間）
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（５） 　特別休暇の種類 （平成26年4月1日現在）

主な特別休暇の種類と付与日数

種　　類 理　　由 期　　間

結婚休暇

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合

必要と認められる日又は時間

7日の範囲内の期間

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として
その登録を実施する者に対して登録の申出を行い、
又は骨髄移植のため骨髄液を提供する場合

証人等出頭休暇

ドナー休暇

必要と認められる日又は時間

1日2回それぞれ30分以内又は1
日1回1時間以内

職員が証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、
地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

女子職員が妊娠第4月未満で流産した場合 2週間の範囲内の期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社
会に貢献する活動を行うため勤務しないことが相当と
認められる場合
イ　地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発
生した被災地又はその周辺の地域における生活関連
物資の配布その他の被災者を支援する活動
ロ　障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の
主として身体上若しくは精神上の障害がある者又は負
傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置
を講ずることを目的とする施設であって市長が定めるも
のにおける活動
ハ　イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しくは精
神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生活
を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を
支援する活動

　　　1の年度において5日
　　　の範囲内の期間

女子職員が出産する場合

出産予定日を起算日とする8週
間（多胎の場合は14週間）前の
日から出産日の翌日を起算日と
する8週間（多胎の場合は10週
間）後の日までの期間

職員が結婚する場合

流産休暇

育児参加休暇

職員の妻が出産する場合であって、その出産予定日
を起算日とする6週間前の日から出産日を起算とする8
週間（多胎の場合は14週間）後の日までの期間にある
場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の
始期に達するまでの子を養育する職員がこれらの子の
養育のため勤務しないことが相当と認められる場合

5日の範囲内の期間

早死産等休暇 女子職員の早死産その他やむを得ない事情のある場合
産前産後を通じて14週間を越え
ない範囲の期間

職員の妻が出産する場合
出産日を起算日とする2週間以
内の期間において2日

選挙権等行使休暇

ボランティア休暇

必要と認められる日又は時間

配偶者出産休暇

出産休暇

育児休暇

生理休暇 女子職員の生理日の勤務が著しく困難である場合 3日の範囲内の期間

生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育
のために必要と認められる授乳等を行う場合
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妊娠中の女子職員が勤務する場合

1日に勤務時間の始め及び終わ
りにおいてそれぞれ30分以内又
は始め若しくは終わりのいずれ
かにおいて1時間以内

夏季休暇

長期在職休暇
在職期間が10年、20年又は30年に達する職員が心身
の健康の維持、自己啓発、社会貢献等を行うため勤務
しないことが相当と認められる場合

在職期間10年　　3日
在職期間20年　　3日
在職期間30年　　5日

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維
持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないこ
とが相当と認めれられる場合

市長が定める日数

種　　類 理　　由 期　　間

職員の親族が死亡した場合 親族に応じ別に定める日数

子の短期看護休暇

小学校就学の始期に達するまでの子が負傷し、若しく
は疾病にかかり、又は小学校の子が学校保健法施行
規則第19条各号に規定する伝染病にかかった場合
で、その子を養育する職員が看護するために勤務しな
いことが相当と認められる場合

親族死亡休暇

1の年度において5日の範囲内
の期間（複数子の場合は10日）

妊娠休暇

妊娠通院休暇
妊産婦である女子職員が母子保健法(昭和40年法律
第141号)第10条に規定する保健指導又は同法第13
条に規定する健康診査を受ける場合

妊娠満23週までは4週間に1回、
妊娠満24週から満35週までは2
週間に1回、妊娠満36週から出
産までは1週間に1回、産後1年
まではその間に1回(医師等の特
別な指示があった場合には、い
ずれの期間についてもその指示
された回数)について通院に必
要と認められる時間

妊娠障害休暇
妊娠中の女子職員がつわりのため勤務が著しく困難
である場合

7日の範囲内の期間(1日又は半
日を単位とする。)

短期介護休暇

負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生
活を営むのに支障がある条例第8条の2第4項に規定
する要介護者(以下この項において「要介護者」とい
う。)の世話を行うために勤務しないことが相当と認めら
れる場合

1の年度において5日(当該対象
となる要介護者を2人以上介護
する職員にあっては、10日)の範
囲内の期間(1日又は時間を単位
とする。)

住居滅失等休暇
地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が
滅失し、又は損壊した場合

7日の範囲内の期間

災害交通遮断休暇
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故
等により、出勤することが著しく困難であると認められる
場合

必要と認められる日又は時間

災害危険回避休暇
地震、水害、火災その他の災害時において、職員が
退勤途上における身体の危険を回避するため勤務し
ないことがやむを得ないと認められる場合

必要と認められる日又は時間
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人 人

人 人

人 人

人 人

4　人事考課制度の概要

　地方公務員法第40条に基づき、人事行政の公正な運営を確保するとともに、職務の改善や
人材育成を図るため、人事考課を毎年実施しています。具体的な評価は、「態度考課」「業績
考課」「能力考課」の3要素を柱とし、職責や業務内容（職種）に応じた評価項目や評価のウエ
イトを定めて実施しています。

　　　5　分限処分・懲戒処分の状況
　　　（平成25年度中に行った処分の状況）

懲戒処分の種類 人数 分限処分の種類 人数

1．戒告 0 1．免職 0

2．減給 1 2．降任 1

3．停職 1 3．休職 27

4．免職 0 4．降給 0
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6　職員研修の状況

a.学校給食調理講習会                           延べ62名
b.保健福祉サービスに関する研修会　 　　　      18名
c.市立図書館職員接遇マナー研修　　　　　　　　35名

④ 人権研修 あらゆる人権問題に対する認識を深め、人権擁護・尊重の理念に立脚した行政を推
進するために実施する研修

②職場研修

a.個人学習　　　　　　　　　  29人

⑤ 派遣研修 箕面市以外の研修実施機関・団体に職員を派遣して実施する研修

（２） 平成25年度研修実績

①自主研修   

　地方公務員法第39条に基づき、職員に研修の機会を提供することにより、職員の能力開発及
び資質向上をはかり、めざすべき組織像・職員像の実現に向けた人財育成に努めています。
　平成25年度における重点項目は次のとおりです。
　①市民サービス（ＣＳ）の向上
　②管理監督職の能力強化
  ③政策形成能力・自治体法務能力の養成

  自主研修、職場研修、階層別研修、実務専門研修、一般教養研修、人権研修の他、年間を
通じて、民間企業や国・府への派遣研修を行いました。
　また、効果的な研修を実施していくため、研修体系の一部見直しを図りました。見直し内容
は、平成２４年度に全職員を対象に実施した防災基礎研修を、新規採用職員研修の一環にも
位置づけ、新たに採用された職員も詩の防災行政について基本的な知識を養えるようにしまし
た。

職員の幅広い知識又は教養の修得のために実施する研修
　c. 一般教養研修

（１）研修体系

職員の職種又は等級若しくは補職歴に応じ、職員として必要な能力、資質、知識・技
術の向上のために実施する研修

職員が自らの意思に基づき行う研修（個人学習、グループ学習、通信教育）

課長等が職務として所属職員に対し、日常の業務を通じて、又は機会を設けて行う研
修

職員の担当する職務内容に応じ、専門知識の修得又は実務能力の向上のために実
施する研修

① 自主研修

③ 職場外研修

　a. 階層別研修

② 職場研修

　b. 実務専門研修
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受　講　者　数
新規採用職員 a. 新規採用職員前期研修Ⅰ（平成25年度新規採用職員等） 52 人
新規採用職員 b. 新規採用職員前期研修Ⅱ（平成25年度新規採用職員：行政職・消防職） 22 人
新規採用職員 c. 新規採用職員前期研修Ⅲ（平成25年度新規採用職員：行政職） 延べ454 人
新規採用職員 d. 新規採用職員普通救命講習（平成25年度新規採用職員等） 25 人
新規採用職員 e. 新規採用職員みのおPR研修（平成25年度新規採用職員：行政職） 23 人
新規採用職員 f. 新規採用職員後期研修（平成25年度新規採用職員：行政職・消防職） 31 人
一般職員 g. 市議会常任委員会体験研修（在職４年目の職員） 13 人
一般職員 13 人
一般職員 i. 一般職員研修Ⅰ（7・8等級職員） 12 人
一般職員 j. 一般職員研修Ⅱ（6等級職員） 8 人
一般職員 k.市の３大式典研修（在職１～３年目の職員） 59 人
主査・主任・班長 ｌ.新任監督者研修（平成25年度昇任の監督者等） 24 人
主幹職員 m. 新任主幹研修（平成25年度昇任の主幹職員等） 13 人
参事職員 n. 新任参事研修（平成25年度昇任の参事職員） 18 人
現業職員 o. 現業職員研修Ⅰ（6･7･8等級の現業職員等）　 17 人
現業職員 p. 現業職員研修Ⅱ（5等級の現業職員等）　 17 人

9 人

109 人

17 人

117 人

75 人

37 人

4 人

7　公平委員会の業務状況

　平成25年度における職員の勤務条件に関する措置の要求および職員に対する不利益処分に関
する不服申し立ての状況は次のとおりです(教職員含む）。

0 件
1 件
0 件

※　「勤務条件に関する措置の要求」とは、公平委員会に対し、職員が給与、勤務時間などの勤務
条件に関し、市が適切な措置を講ずるよう要求できる制度です。

※　「不利益処分に関する不服申し立て」とは、職員が懲戒処分などの不利益処分を受けたことに

受　　　講　　　対　　　象　　　者

h.市長随行研修（在職4年目の職員）

受　講　者　数

③階層別研修
階　　　層 研　　 　修 　　　区　　　分

④実務専門研修

研　　修　　区　　分
人事考課制度構築指導研修 人事給与・制度改革推進担当職員他

コミュニケーション力向上研修 希望職員等

行政課題研修 理事級・福理事級・参事級

苦情の処理の状況

不服があるときに、公平委員会に対して不服申し立て（審査請求・異議申し立て）ができる制度です。

研修機関等派遣研修（市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所、大阪府立消防
学校）、先進都市視察研修、実務専門派遣研修、安全衛生派遣研修、人権派遣研修

区分 件数
勤務条件に関する措置の要求状況

受　　　講　　　対　　　象　　　者 受　講　者　数

⑦派遣研修

不利益処分に関する不服申し立ての状況

人（職員課主催分のみ）

⑥人権研修
人権セミナー：7講演（全職員） 延べ771

防災基礎研修 全職員

事故経験者及び希望職員交通事故再発防止研修

福祉体験学習 体験希望者

特別講演会 希望職員等

研　　修　　区　　分
⑤一般教養研修
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8 職員の福利厚生の状況

①健康診断

②箕面市職員厚生会

③大阪府市町村職員共済組合

④公務災害補償

　組合員及びその家族の生活安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能率的運営に資することを目的として、以下
の事業を実施しています。

福祉事業（各種貸付の実施、宿泊施設の運営など）

　公務及び通勤途上での負傷・疾病に対し、地方公務員災害補償基金等と連携して療養補償・休業補償・障害補償・遺
族補償を行っています。

保健事業（保健衛生に関する啓発、人間ドック補助など）

長期給付事業（退職・障害・遺族共済年金の支給）

短期給付事業（病気・ケガ・出産・死亡・休業及び災害に関する給付）

給付事業（死亡弔慰金・結婚祝金など）

貸付事業（生活資金の貸付）

助成事業（総合健診助成金など）

　地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の保健、元気回復、その他厚生に関する事項について、計画を策定し、事
業を実施することが義務づけられており、箕面市職員厚生会などにおいて、福利厚生事業を行っています。
　　また、箕面市職員厚生会においても平成20年度から事業の見直し及び公費のあり方の見直しを行い、事業主負担金
と個人会費の比率を 0.6 ： １ として運営するとともに、給付事業は公費を投入しないこととしています。

職員定期健康診断・有害業務従事職員定期歯科健康診断・腰痛症等検診・特定業務従事職員定期健康診断・大腸
検診・ＶＤＴ検診・Ｂ型肝炎Ｃ型肝炎血液検査・職員定期健康相談・職員メンタルヘルス相談

文化事業（バスツアーの実施、退職予定者に対するライフプランセミナーの実施など）

体育事業（ボウリング大会の実施など）

　職員の厚生制度を実施することを目的として、以下の事業を実施しています。

　職員の健康管理及び疾病予防のため、下記各種健康診断を実施しています。
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